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無線設備規則等の一部を改正する省令案について 

（平成２５年３月１３日 諮問第７号） 

 

［広帯域電力線搬送通信設備（PLC）の屋外利用に関する制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （成田課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波環境課 

                         （臼井電波監視官、黒田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０５ 
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諮問第７号説明資料 

 

無線設備規則の一部を改正する省令案について 
―広帯域電力線搬送通信設備（PLC）の屋外利用に関する制度整備― 

 

１ 諮問の概要 

 

現在、「広帯域電力線搬送通信設備」については屋内においてのみ利

用が認められているが、平成22年６月に閣議決定された「スマートメー

タの普及促進に向けた屋外通信（PLC通信）規制の緩和」の要望や事業

者からの具体的な提案等を踏まえ、情報通信審議会において審議が行わ

れ、平成24年10月19日に一部答申を受けた。これを踏まえて、利用範囲

を屋外（分電盤から負荷側）に拡大するための技術基準を規定すべく無

線設備規則を改正するものである。 

 

２ 改正の概要 

 

(1) 利用範囲の拡大 

  これまで屋内に限定していた広帯域電力線搬送通信設備（以下「広

帯域 PLC 設備」という。）の利用範囲を、屋外（分電盤から負荷側に

限る。）まで拡大する。 

(2) 屋外利用が可能な広帯域 PLC 設備の規定の整備 

これまでの屋内広帯域 PLC 設備に関する規定のほかに、新たに屋外

利用が可能な広帯域 PLC 設備に関する規定を加え、当該設備の通信状

態における伝導妨害波の許容値は、これまでの屋内広帯域 PLC 設備と

比較して 10dB 下げた値を適用する。 

(3) 外付けの PLC 装置における通信線への伝導妨害波の許容値の適用 

平成 18 年に広帯域 PLC 設備の屋内利用が制度化された時点では、

国際無線障害特別委員会（CISPR）において、情報技術装置における

通信線への伝導妨害波の許容値が標準化されていなかったため、広

帯域 PLC 設備の通信線への伝導妨害波への準用を見送った。平成 22

年に同許容値が規定されたことから、今回、屋内外を問わず、通信

線への伝導妨害波の許容値を設けるとともに、内蔵型 PLC 装置に対

するこの適用を除外することを規定する。 

 



無線設備規則第59条第1項第1号（現行）
電力線搬送通信設備（施行規則第44条第1項第1号に規定する電力線搬送

通信設備をいう。以下同じ。）にあつては、10kHzから450kHzまで又は屋内にお
いて2MHzから30MHzまでの周波数を使用するものであること。

広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に関する制度整備

無線設備規則第59条第1項第1号（改正案）
電力線搬送通信設備（施行規則第44条第1項第1号に規定する電力線搬送

通信設備をいう。以下同じ。）にあつては、10kHzから450kHzまでの周波数又
は同条第2項第2号に規定する分電盤から負荷側において2MHzから30MHzま
での周波数を使用するものであること。

１．これまで屋内に限定していた広帯域電力線搬送通信設備（以下「PLC設備」と

いう。）の利用範囲を、屋外（分電盤から負荷側に限る。）まで拡大するため、所
要の規定を整備

（参考）電波法施行規則第44条（案）
第1項第1号 電力線搬送通信設備（電力線に10kHz以上の高周波電流を重畳して通信を行う設備をいう。

以下同じ。）であつて、次に掲げるもの
(1) 定格電圧100V又は200V及び定格周波数50Hz又は60Hzの単相交流を通ずる電力線を使用するも

のであつて、その型式について総務大臣の指定を受けたもの
(2) 受信のみを目的とするもの

第2項第2号 電気使用者（電気事業法施行規則（平成7年通商産業省令第77号）第24条の2第1号に規定
する電気使用者をいう。）の引込口における分電盤から負荷側において2MHzから30MHzまでの周波
数の搬送波により信号を送信し、及び受信する次に掲げる電力線搬送通信設備（以下｢広帯域電力
線搬送通信設備」という。）

(1) 屋内広帯域電力線搬送通信設備（広帯域電力線搬送通信設備のうち、屋内においてのみ使用す
るものをいう。以下同じ。）

(2) (1)以外のもの

２



３．外付けのPLC装置における通信線等への伝導妨害波の電流許容
値を規定

周波数帯 許容値(1μAを0dBとする。)

準尖頭値 平均値

150kHz～
500kHz

40dB～30dB 30dB～20dB

500kHz～
30MHz

30dB 20dB

２．屋外PLC設備について通信状態における電力線への伝導妨害波
の許容値を規定

周波数帯 許容値(1μAを0dBとする。)

準尖頭値 平均値

150kHz～500kHz 36dB～26dB 26dB～16dB

500kHz～2MHz 26dB 16dB

2MHz～15MHz 30dB 20dB

15MHz～30MHz 20dB 10dB

周波数帯 許容値(1μAを0dBとする。)

準尖頭値 平均値

150kHz～500kHz 36dB～26dB 26dB～16dB

500kHz～2MHz 26dB 16dB

2MHz～15MHz 20dB（屋内PLC設備にあっ
ては30dB）

10dB（屋内PLC設備にあって
は20dB）

15MHz～30MHz 10dB（屋内PLC設備にあっ
ては20dB）

0dB（屋内PLC設備にあっては
10dB）

ただし、通信線又はそれに相当する部分が
一の筐体内に収容されている場合は、適
用しない。

３
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広帯域移動無線アクセスシステムに係る 

臨時の電波の利用状況調査の評価について 

（平成２５年４月１０日 諮問第１１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （成田課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部移動通信課 

                         （高田課長補佐、山中課長補佐、 

梅城係長、増原主査） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
 



広帯域移動無線アクセスシステムに係る 
臨時の電波の利用状況調査の評価について 

総合通信基盤局 
 

平成25年４月 

諮問第11号説明資料 



インターネット

ノートパソコン
PDA端末 等

都市部を中心に広域をカバーし、
中速程度の移動体にも対応

全国BWAのサービスイメージ例

《主に都市部》

全国BWAの概要 
＜目的＞ 
 公衆向けの広帯域データ通信サービスを行う無線システムとして制度化 

＜サービスエリア＞ 
 全国を対象（都市部を中心に広域をカバー） 

＜技術方式＞ 
 WiMAX方式（UQコミュニケーションズ（株）が利用） 

 AXGP方式（Wireless City Planning（株）が利用） 

地域BWAの概要 
＜目的＞ 
 デジタル・ディバイドの解消、地域の公共サービスの向上等当該地域の公共の
福祉の増進に寄与すること 

＜特徴＞ 
 地域単位、10MHzの帯域幅、固定通信に対応 
 （基地局エリア：移動利用…２～３km、固定利用…５～10km） 

＜技術方式＞ 
 WiMAX方式 

地域BWAのサービスイメージ例

①ブロードバンド・ゼロ地域
への中継回線を提供し、
デジタル・ディバイドを解消基地局

中継局
②加入者宅等へラストワ
ンマイルのインターネッ
ト等の接続回線を提供

端末

地域BWAの対象とする区域
○○市の一部

○○市

○○市の全部

○○市

○○市

○○市の一部と◇△町の一部

◇△町

事業者Ａ

事業者Ｂ

※一の都道府県の全部を
カバーするものは対象外

××県の一部の区域

○ 広帯域移動無線アクセスシステム（BWA）は、公衆向けの広帯域データ通信サービスを行うための無線システムとして、平成19
年度に制度化したもので、全国に展開してサービスを行う全国BWAと各地域においてサービスを行う地域BWAがある。 

○ 周波数再編アクションプラン（平成24年10月改定版）において、BWAの利用に関し、2.5GHz帯での周波数帯の拡大（2,625～
2,655MHz）を図ることとしており、利用ニーズに関する調査を実施するとともに、平成24年12月に技術基準等の整備を行った。 

○ 今般、当該周波数帯の割当ての検討等に資するため、 BWAを調査の対象として、電波法第26条の２第２項の規定に基づき、
臨時に電波の利用状況調査を実施したもの。 

 ※ 電波法第26条の２第２項 総務大臣は、必要があると認めるときは、前項の期間の中間において、対象を限定して臨時の利用状況調査を行うことができる。  

2,545MHzを超え2,655MHz以下の周波数帯の割当状況 
2,545 2,6252,575 2,595 2,655 [MHz]

未割当全国BWA
地域
BWA

全国BWA
ガ
ー
ド

バ
ン
ド

ガ
ー
ド

バ
ン
ド

2,5922,582
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「広帯域移動無線アクセスシステムに係る臨時の利用状況調査」の実施 



（１）調査期間 ： 平成25年２月12日～２月28日 
 
（２）調査対象 ： 平成25年１月１日現在において、2,545MHzを超え2,655MHｚ以下

の周波数を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの無線局 
          （免許人数） 全国BWA：２者／地域BWA：52者 
          （無線局数） 全国BWA：約451.5万局／地域BWA：約1.3万局 
 
（３）調査事項 ： 免許人数、無線局数、無線局の具体的な使用実態、他の電気通

信手段への代替可能性、電波を有効利用するための計画    等 
 
（４）調査方法 ： 全国11の総合通信局等の管轄区域ごとに、次の調査を実施 
           ① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集

計・分析 
           ②  免許人に対して、無線局の使用実態や他の電気通信手段へ

の代替可能性等を質問し、その回答を集計・分析 
 
（５）スケジュール ： ３月15日  調査結果公表 
 ３月16日～４月１日 評価結果案について意見募集 

４月10日  電波監理審議会諮問 
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「広帯域移動無線アクセスシステムに係る臨時の利用状況調査」の概要 



項目 調査結果 評価結果(案) 

分

布 

状

況

等 

無線局分布 • １,１９２市区町村（全１,７４２市区町村中６８％） • 全国にわたって広範囲に基地局を開設（特に東名阪地域に集中して開設） 

基地局数 
（括弧内はH２２調査時） 

• ４６,７９１（８,１６１）【５.７倍】  
• 屋内基地局を設置 
 ※ 関東では１者が１００局超 

• 認定計画（約３.２万局）どおり適切に開設 
• 屋内基地局の設置数が少なく、更に屋内エリアに展開していくことが必要 

電
気
通
信
役
務
の 

提

供

状

況 

契約者数 
• 約４６５万 
 ※ ＭＶＮＯ:９６％（うちＭＮＯ:７３％） 

• 多数の利用者にＭＶＮＯによる役務提供を実施 
• 今後、ＭＮＯでもあるＭＶＮＯ以外の者に対しても役務提供の拡大を図るこ
とが必要 

有償による役務提供 • インターネット接続サービス 
 ※ＶＰＮサービス、防災・災害対策向けサービス（監視カメラ等）あり 

• 多様な種類の役務提供を実施 

計画進捗 • ２者とも当初計画を達成 • 当初計画どおりに実施 

安
全
・
信
頼
性 

地震、火災、水害、故障対策 • ２者とも全基地局で実施 • 災害・故障時等に備えた適切な対策を実施 

休日・夜間における復旧体制 • ２者とも全基地局で整備 • 適切な復旧体制を構築 

予備電源 • 保有率：３％以下（関東以外は１％以下） 

• 運用可能時間：３時間以上６時間未満  
 ※ 運用可能時間未把握の地域あり 

• 今後、予備電源の保有割合を自主的に引き上げていくことが必要 
• 防災上重要な施設をカバーする基地局は、非常時に長時間運用を可能と
する等の対応が必要 

運

用 

状

況 

最繁時の平均通信量 
（括弧内はH２２調査時） 

• ８２.９Ｇｂｐｓ（３.０Ｇｂｐｓ）【２８倍】 
• １局当たり２.０１Ｍｂｐｓ（０.３６Ｍｂｐｓ）【５.５倍】 
 ※ １契約者当たりのトラヒックは携帯電話の約５倍と推定 

• トラヒックが急増 
• トラヒックは都市部に集中しているが、地域ごとにおけるトラヒックの多寡を
踏まえながら適切に基地局を開設し運用 

電

波

の 

有

効

利

用 

現システムの高度化 • ＭＩＭＯ：２者とも全ての無線局で実施 
• セクター化：１者が都市部でのみ実施（基地局で２３％） 

• 電波を有効利用するための取組を積極的に実施 

今後導入を計画している技術 • ＷiMAX Release 2.1：１者 
• キャリアアグリゲーション：２者 

• 新たな通信システムの導入について検討が必要 

全国ＢＷＡ 

総合評価 

○ 全国BWAについては、概ね適切に利用されているものと認められる。 

○ 全国でトラヒックが急増しているものの、基地局の増設による対応だけでは一定の限界があり、今後、トラヒックが集中する都市部を中心にトラヒックの増加に対
応できない状況も想定されるため、WiMAX Release 2.1等の新たな通信システムやキャリアアグリゲーション技術の導入等による高度化だけでなく、4x4 MIMOの
導入等により一層の電波の有効利用に取り組むことが求められるほか、早急に新たな周波数の割当てが必要。 

○ 電気通信役務の提供形態がMNOでもあるMVNOに偏重しているため、MNOでもあるMVNO以外の者に対しても役務提供の拡大を図ることが必要。 

○ 利用者利便の向上や局所的なトラヒック対策等のため、屋外エリアへの展開だけではなく屋内エリアについても積極的に展開していくことが必要。 

○ 広く利用される電気通信サービスとなりつつある現状等を踏まえると、予備電源の保有割合を免許人において自主的に引き上げるよう対応することが必要。 

（免許人：２者） 
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「広帯域移動無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑに係る臨時の利用状況調査」の調査結果及び評価結果(案)の概要① 



項目 調査結果 評価結果(案) 

分

布 

状

況

等 

免許人数（括弧内はH22調査時） • ５２（４２） ※沖縄は０   （増加分：東北２、東海２、近畿１、四国１、九州４） • 過半の総合通信局管内で新規の事業参入は活発でない 

無線局分布 • ８５市区町村（全１,７４２市区町村中５％） • 約９５％の市区町村で無線局が未開設 

基地局数（括弧内はH22調査時） • ３２８（１３８）【２.４倍】 （20局以上増：東北、東海、近畿、四国、九州） 

• 屋内基地局は未設置 
• 新規開設が進んでいる地域と停滞している地域に二極化 

電

気

通

信

役

務

の 

提

供

状

況 

契約者数 • １０,６４８（契約者数１,０００超：３者、１００超１,０００以下：５者） 
 ※ ＭＶＮＯへの提供なし 

• 相対的に契約者数の多い免許人と少ない免許人に二極化 

有償による役務提供 • ５２者中２８者のみ実施 ※事業開始までに１年超は10者 
• インターネット接続サービス：２７者（うち１７者は本サービスのみ） 
• ブロードバンド・ゼロ地域解消を目的としたサービス：６者 
• 防災・災害対策向けサービス：４者 ・その他サービス：１者 

• 約半数の者が有償による役務提供をしていない 
• 多くの地域BWAの免許人が全国BWAと役務提供内容が重複 

計画進捗 • 当初計画を全て達成していたのは３者のみ 
• ６者が事業廃止を計画 

• 多数の者において計画どおり事業を実施できていない 

安

全

・ 

信

頼

性 

地震、火災、水害、故障対策 • 全基地局について未実施：９者、１３者、１２者、２１者 • 今後、自主的に対応していくことが必要 

休日・夜間における復旧体制 • 全基地局について未整備：７者 • 今後、自主的に対応していくことが必要 

予備電源 • 全基地局設置：４２者 一部設置：７者 未設置：３者 
• 運用可能時間：３時間未満が最多（３３者） 

• 今後、予備電源の保有割合を自主的に引き上げていくことが必要 
• 重要な基地局は、長時間運用を可能とする等の対応が必要 

運

用 

状

況 

通信量管理 • ２４者は未管理（うち９者は有償による役務提供を提供中） 

• 全国BWAと比較してトラヒックはひっ迫していない 最繁時の平均通信量 
（括弧内は全国ＢＷＡ） 

• ０.２２Gｂｐｓ（８２.９Ｇｂｐｓ）【０.２％】 
• １局当たり０．９９Mｂｐｓ（２.０１Ｍｂｐｓ）【４９％】 

電

波

の 

有
効
利
用 

現システムの高度化 • ＭＩＭＯ：３６者（基地局で６５％） 
• セクター化：３７者（基地局で４７％） 

• 大半の者が電波を有効利用するための取組を行っている 

今後導入を計画している技術 • WiMAX Release 2.1・AXGP等：２７者 
 ※ うち１０者は有償による役務提供をしておらず、契約者数１００以上は２者のみ 

• 新たな通信システムの導入について検討が必要 
• システムの導入後も事業の実施状況に注視が必要 

地域ＢＷＡ （免許人：５２者） 

総合評価 

○ 地域BWAについては、周波数の利用の程度について免許人間で差が生じつつあるものと認められる。 

○ 総合通信局により基地局及び陸上移動局の開設数の多寡に二極化が生じるとともに、約95％の市区町村で無線局を開設していないことから、地域BWAによる
無線局を開設していない地域での周波数の有効利用について検討が必要。 

○ 有償による電気通信役務を約半数の者が提供しておらず、計画どおり事業を実施していない者も多いため、事業の実施状況を注視していくことが必要。 

○ 約半数の者が、WiMAX Release 2.1やAXGP方式の導入等を計画しており、新たな通信システムを導入するための検討が必要。ただし、役務を計画どおり提供
していない者もいることから、新たな通信システムの導入後も引き続き、事業の実施状況を注視していくことが必要。 

○ 高利得FWAの制度を導入して４年以上経過しているが利用していないことを踏まえ、同制度の廃止の検討が必要。 

※高利得ＦＷＡの利用なし  
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「広帯域移動無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑに係る臨時の利用状況調査」の調査結果及び評価結果(案)の概要② 



ニューメディア 
北海道函館市 

上越ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 
新潟県上越市 

上田ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 
長野県上田市 

東京ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ 
東京都文京区・荒川区・千代田区 

南東京ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 
東京都品川区 

日本ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ 
山梨県甲府市 

福井ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 
福井県福井市・ 
坂井市・あわら市 

中海ﾃﾚﾋﾞ放送 
鳥取県米子市 

山陰ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 
島根県松江市 山口ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 

山口県山口市・宇部市・防府市 

矢掛放送 
岡山県矢掛町 

嶺南ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ 
福井県敦賀市 玉島ﾃﾚﾋﾞ放送 

岡山県倉敷市 

愛媛CATV 
愛媛県松山市 

ケーブルワン 
佐賀県武雄市 

となみ衛星通信ﾃﾚﾋﾞ 
富山県砺波市 

入間ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 
埼玉県入間市､東京都瑞穂町 

CTBﾒﾃﾞｨｱ 
大分県別府市・日出町 

伊万里ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 
佐賀県伊万里市 

本庄ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 
埼玉県本庄市 

佐賀ｼﾃｨﾋﾞｼﾞｮﾝ 
佐賀県佐賀市 

東松山ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 
埼玉県東松山市・滑川町 

金沢ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄ 
石川県金沢市 

ﾗｯｷｰﾀｳﾝﾃﾚﾋﾞ 
三重県桑名市・東員町 

ニューメディア 
山形県米沢市 

ひまわりﾈｯﾄﾜｰｸ 
愛知県豊田市・ 
みよし市・長久手市 

帯広ｼﾃｨｹｰﾌﾞﾙ 
北海道帯広市 

上野原ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 
山梨県上野原市 

ひのき 
徳島県上板町・北島町・松茂町 

CAC 
愛知県半田市・阿久比町 

ｱｲﾃｨｰﾋﾞｰ 
三重県伊勢市・ 
鳥羽市・志摩市 

日本中央ﾃﾚﾋﾞ 
徳島県吉野川市・小松島市 

ｷｬｯﾁﾈｯﾄﾜｰｸ 
愛知県刈谷市・ 
安城市・知立市 

笛吹きらめきﾃﾚﾋﾞ 
山梨県笛吹市 

河口湖有線ﾃﾚﾋﾞ放送 
山梨県富士河口湖町 

唐津ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 
佐賀県唐津市 

光ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ 
群馬県太田市・桐生市 

ｵｰﾌﾟﾝﾜｲﾔﾚｽ 
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 
神奈川県藤沢市 

ニューメディア 
新潟県新潟市 

ウェブエスパス 
愛知県名古屋市 

全国BWA：全国を対象として、UQコミュニケーションズ株式会社とWireless City Planning株式会社の２社
が無線局免許を取得 

地域BWA：CATV事業者を中心として全国52地域で50社が無線局免許を取得 （下図参照） 

大分ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚｺﾑ 
大分県大分市、由布市 

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ佐伯 
大分県佐伯市 

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ鈴鹿 
三重県鈴鹿市 

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ可児 
岐阜県可児市 

ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱﾜｲﾜｲ 
宮崎県延岡市、日向市 

今治ｼｰｴｰﾃｨｰﾌﾞｲ 
愛媛県今治市 

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ宮崎 
宮崎県宮崎市 

色麻町 
宮城県色麻町 

防災・市民ﾒﾃﾞｨｱ 
推進協議会 
岩手県大船渡町 

ﾍﾞｲ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 
兵庫県尼崎市 

ｼｰ・ﾃｨｰ・ﾜｲ 
三重県四日市市 
・いなべ市・桑名市・ 
菰野町・木曽岬町 ﾊｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ 

愛媛県新居浜市・西条市 
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（参考）BWAの免許状況（平成25年１月１日時点）    



○ 新たな電波利用システムが導入できる周波数を確保するため、毎年、電波の利用状況を調査･評価。また､周

波数の移行･再編の方向性を示す周波数再編アクションプランを策定。この結果等に基づき、総務大臣が周波

数割当計画を策定。 

○ 必要があると認めるときは、期間の中間において、対象を限定して臨時の利用状況調査を行うことができる。 

 
 
 
 

電波の利用状況 
調査・評価の実施 

（毎年度） 

周波数再編アクション 
プランの策定 
（毎年度） 

周波数割当計画
の策定 

〈周波数移行・再編のサイクル〉 

新たな電波利用 
システムの導入 

〈電波の利用状況調査の制度概要〉 

電波監理審議会への諮問 

【調査する事項】 
 〇 無線局の数 
 〇 無線局の具体的な使用実態 
 〇 他の電気通信手段への 
   代替可能性 等 
 

  

評価結果の公表 

国民の意見 

電波法に定める 
3,000GHz以下の周波数の 
電波の利用状況の調査 

周波数区分ごとの 
電波の有効利用の 

程度の評価 

例 
・新規の電波需要に迅速に対応するた
め、 電波再配分が必要 

・既存の電波利用の維持が必要 
例 
・現在、電波は有効に利用されている 
・使用帯域の圧縮が適当 
・中継系の固定局は光ファイバ等への転換が適当 

●通常調査  
 ３年を周期として、次に掲げる周波数帯ごとに実施 
 ① 714MHz以下 
 ② 714MHz超 3.4GHz以下 
 ③ 3.4GHz超  

●臨時調査 
 期間の中間で対象を限定して実施 

調査結果の公表 
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（参考）電波の利用状況の調査、公表制度の概要 



第２章 各周波数区分の再編方針 
 
Ⅳ．960MHz～2.7GHz帯 
（現在の使用状況）1.5GHz帯携帯無線通信システム、1.5GHz帯MCA陸上移動通信システム、インマル
サット等の衛星通信システム、航空用レーダー、構内無線局、特定小電力無線局、GPSシステム、PHS、
1.7GHz帯携帯無線通信システム、2GHz帯携帯無線通信システム、広帯域移動無線アクセスシステム
（BWA）及びルーラル加入者無線をはじめとする多数の無線局により稠密に利用されている。 

 
基本的な方針 
 
 
 
 
 
 
 
具体的な取組 
  ～（略）～ 
  ⑤ 広帯域移動無線アクセスシステム（BWA） 
    ・BWAの更なる高度化及び周波数の拡大（2625～2655MHz）のための技術基準を平成24年中に策 

定する。 

 携帯無線通信システム等の周波数需要に対応するため、1.7GHz帯携帯無線通信システム及び広
帯域移動無線アクセスシステム（BWA）用周波数の拡大など周波数の再編を推進する。 
 ～（略）～ 
 ○ BWAによる高速通信を実現するため、システムの高度化及び利用周波数の拡大について検

討。 
 ～（略）～ 
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（参考）周波数再編アクションプラン（平成24年10月改定版）抜粋 



（調査期間：平成24年10月26日～同年11月８日、回答提出者：17者） 

全国で基地局整備を計画している者（50音順） 関係団体（50音順） 

回答提出者 (株)エヌ・ティ・ティ・ドコモ ＵＱコミュニケーションズ(株) Wireless City Planning (株) 

ケーブルテレビ無線 
利活用促進協議会 

※ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞによる無線の利活用を検討 
する組織として要望・方針を述べたもの 

 

地域WiMAX推進協議会 

※地域WiMAX事業者を代表する組織 
として要望・方針を述べたもの 

(1) 利用を希
望する理由 

○周波数利用効率の高いシ
ステムへ移行等を進めて
いるが、高トラヒックエリア
におけるデータトラヒックの
急増状況が今後も継続す
ることが予測されるため、
早期の周波数利用を希望 

○現行サービスの周波数逼
迫状況に早期に対処する
必要があるため 

○新技術の導入により、周
波数の利用効率の更なる
向上と高速モバイルサー
ビスへの強いニーズに対
応するため 

○既存周波数帯の一部に
運用制限があり競争上不
利なため 

○利用者の密集する地域で
高速な伝送速度を今後も
確保するため 

○更なる高速（160Mbps以
上）サービスの導入のため 

○一般（公衆）向け、自治体
（公共）向け等のサービス
多様化・複合化に伴う伝送
容量不足や今後のトラヒッ
クの逼迫に対応するため 

○次世代無線への移行に
必要な周波数確保のため 

○一般（公衆）向け、自治体
（公共）向け等のサービス
多様化・複合化に伴う伝送
容量不足や今後のトラヒッ
クの逼迫に対応するため 

○次世代無線への移行に
必要な周波数確保のため 

(2) 利用を希
望する帯域
幅 

20MHz幅（隣接システムとの
ガードバンドを考慮） 

20MHz幅（新帯域で高速
サービスを実現するため） 

10MHz幅（既存の全国バン
ド事業者２者に各10MHz幅） 

20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の隣接周波数が確保できる
のであれば10MHz幅） 

20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の隣接周波数が確保できる
のであれば10MHz幅） 

(3) 利用を希
望する技術
と利用希望
時期 

技術：隣接システムへの干
渉影響を踏まえてBWAシ
ステムを選定（キャリアア
グリゲーション等により下
り専用帯域として使用す
ることも検討） 

時期：可能な限り早期 

技術：WiMAX Release 2.1
（従来規格との親和性確
保と高速化、TD-LTE方式
との互換性確保によるエコ
システム構築を目指した規
格）の20MHz幅システム 

時期：平成25年度の早期 

技術：高度化XGPの10MHz
幅システム 

時期：平成25年度 

技術：WiMAX Release 2.0
（IEEE 802.16m）又は高
度化XGPを対象に地域
WiMAX推進協議会と連携し
て検討（WiMAX Release 
2.1も候補として検討） 

時期：平成26年度 

技術：WiMAX Release 2.0
（IEEE 802.16m）又は高
度化XGPを対象に検討
（WiMAX Release 2.1も候
補として検討） 

時期：平成26年度 

(4) 基地局整
備の方針 

高トラヒック地域から早期に
基地局整備を進め、その他
地域は、トラヒック状況に応
じて順次エリア拡大を実施 

首都圏から置局を開始し、
可及的速やかに高トラヒック
地域（東名阪地域）を整備し、
極力早期に全国展開を実施 

既存基地局の設置場所を活
用し、高トラヒック地域から
速やかに整備し、その他地
域はトラヒック状況に応じて
順次エリア拡大を実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞの免
許エリアと同一エリアにて、
１年以内に基地局の整備を
実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞの免
許エリアと同一エリアにて、
１年以内に基地局の整備を
実施 

(5) 高速化の
計画 

キャリアアグリゲーションの
活用により高速化が可能
（既存LTE帯域との組合せ
により2x2 MIMOであっても
300Mbpsの高速化が可能） 

新規周波数帯へ利用者移
行が進んだ後、既存周波数
帯でもWiMAX Release 2.1を
導入し、キャリアアグリゲー
ションによる高速化を実現 

空間多重技術（2x2 MIMO）
や既存周波数帯とのキャリ
アアグリゲーションによって
160Mbps以上の高速サービ
スを実施 

開始当初から20MHz幅での
MIMO多重化（4x4 MIMO）を
予定（地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとの
キャリアアグリゲーションに
ついても検討） 

開始当初から20MHz幅での
MIMO多重化（4x4 MIMO）を
予定（地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとの
キャリアアグリゲーションに
ついても検討） 
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（参考）2.5GHz帯広帯域移動無線アクセスシステム(BWA)の利用に係る調査結果(1/3) 



地域アクセスバンドの免許を有する者（地域WiMAX事業者）（50音順） 

回答提出者 (株)アイティービー (株)帯広シティーケーブル (株)ケーブルネット鈴鹿 佐賀シティビジョン(株) (株)ＣＡＣ 玉島テレビ放送(株) 

(1) 利用を希
望する理由 

○今後のトラヒックの逼
迫に対応するため 

○将来の次世代無線
サービスに必要な周
波数確保のため 

○Wi-Fiに変換する端末
を活用した地域双方向
サービスの提供のため 

○コミュニティ放送の視
聴のため 

○サービス拡大に伴う
高速化のため、新たな
システムを導入する周
波数の確保のため 

○一般向け、自治体向
け等のサービス多様
化に伴う伝送容量不
足やトラヒックの逼迫
に対応するため 

○近い将来に登場する
次世代無線を利用す
るため 

○一般（公衆）向け、自
治体（公共）向け等の
サービス多様化・複合
化に伴う伝送容量不
足や今後のトラヒック
の逼迫に対応するた
め 

○新規周波数帯は、近
い将来に予定する次
世代無線を屋外で使
用するため（既存周波
数帯は移行が完了し
次第、次世代無線を
屋内で使用する） 

○一般（公衆）向け、自
治体（公共）向け等の
サービス多様化・複合
化に伴う伝送容量不
足や今後のトラヒックの
逼迫に対応するため 

○次世代無線への移行
に必要な周波数確保
のため 

(2) 利用を希
望する帯域
幅 

20MHz幅 20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞ
ﾝﾄﾞの隣接周波数が確
保できるのであれば
10MHz幅） 

20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞ
ﾝﾄﾞの隣接周波数が確
保できるのであれば
10MHz幅） 

20MHz幅 20MHz幅 20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞ
ﾝﾄﾞの隣接周波数が確
保できるのであれば
10MHz幅） 

(3) 利用を希
望する技術
と利用希望
時期 

技術・時期：地域WiMAX
推進協議会の協議
結果を参考とする予
定 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：平成26年度 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：平成26年度 

技術・時期：地域WiMAX
推進協議会の活動
及び市場動向等を
踏まえ検討 

技術：WiMAX Release 2.0
（IEEE 802.16m）又は高
度化XGPの各20MHz
幅システムを対象に検
討（WiMAX Release 2.1
も候補として検討） 

時期：市場動向を踏ま
え検討 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：平成26年度 

(4) 基地局整
備の方針 

具体的な方針・計画は
無い 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
ア（利用者ニーズが高け
ればエリア追加も検討） 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて、２年以内に基地
局の整備を実施 

効率的かつ経済的にな
るように基地局整備を
検討 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて、３年以内に基地
局の整備を実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて、１年以内に基地
局の整備を実施 

(5) 高速化の
計画 

具体的な計画は無い 20MHz幅でのMIMO多
重化（4x4 MIMO）を計
画 

開始当初からMIMO多
重化（4x4 MIMO）を予
定（地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとの
キャリアアグリゲーショ
ンについても検討） 

無し 開始当初から20MHz幅
でのMIMO多重化（4x4 
MIMO）を予定（地域ｱｸ
ｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとのキャリアア
グリゲーションについて
も検討） 

開始当初から20MHz幅
でのMIMO多重化（4x4 
MIMO）を予定（地域ｱｸ
ｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとのキャリアア
グリゲーションについて
も検討） 

（次頁へ続く） 
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地域アクセスバンドの免許を有する者（地域WiMAX事業者）（50音順） 

回答提出者 (株)中海テレビ放送 (株)ニューメディア (株)ハートネットワーク (株)ひのき 矢掛放送(株) 
(株)嶺南ケーブル 

ネットワーク 

(1) 利用を希
望する理由 

○高速サービスや自治
体向け等のサービス多
様化に伴う伝送容量不
足や今後のトラヒックの
逼迫に対応するため 

○有線伝送路未整備地
域へのWi-Fiスポットのア
クセス回線需要のため 

○次世代無線への移行に
必要な周波数確保のため 

○一般（公衆）向け、自
治体（公共）向け等の
サービス多様化・複合
化に伴う伝送容量不
足や今後のトラヒックの
逼迫に対応するため 

○次世代無線への移行
に必要な周波数確保
のため 

○一般向けと、自治体
（公共）向けのサービ
スが合わさることで伝
送容量が不足してい
るため（地域の安心安
全のため） 

○次世代無線への移行
に必要な周波数を確
保するため 

○一般（公衆）向け、自
治体（公共）向け等の
サービス多様化に伴う
伝送容量不足や今後
のトラヒックの逼迫に
対応するため 

○次世代無線への移行
に必要な周波数確保
のため 

○通信を必要とする多
種多様な機器の増加
やサービスの複合化
に伴う伝送容量不足
に対応するため 

○地域防災での活用に
は免許制で安定した
電波による通信が不
可欠であるため 

○映像の伝送等サービ
スの多様化・大容量
化が迫られているため 

○地域WiMAXが発展し、
全ての地域住民が地
域情報化の恩恵を享
受するには、全国
WiMAXと同様のスペッ
クを確保することが重
要であるため 

(2) 利用を希
望する帯域
幅 

20MHz幅 20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞ
ﾝﾄﾞの隣接周波数が確
保できるのであれば
10MHz幅） 

20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞ
ﾝﾄﾞの隣接周波数が確
保できるのであれば
10MHz幅） 

20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞ
ﾝﾄﾞの隣接周波数が確
保できるのであれば
10MHz幅） 

20MHz幅 20MHz幅（地域ｱｸｾｽﾊﾞ
ﾝﾄﾞの隣接周波数が確
保できるのであれば
10MHz幅） 

(3) 利用を希
望する技術
と利用希望
時期 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：平成26年度 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：平成26年度 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：平成26年度 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：－ 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：－ 

技術：WiMAX Release 
2.0（IEEE 802.16m）
又は高度化XGPを対
象に検討（WiMAX 
Release 2.1も候補と
して検討） 

時期：平成27年 

(4) 基地局整
備の方針 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アとなるよう整備を実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて、１年以内に基地
局の整備を実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて、１年以内に基地
局の整備を実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて基地局の整備を
実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて、１年以内に基地
局の整備を実施 

現在の地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞ
の免許エリアと同一エリ
アにて、計画的に基地
局の整備を実施 

(5) 高速化の
計画 

機器確保等の目途が立
ち次第、20MHz幅での
MIMO多重化（4x4 
MIMO）の検討を行いた
い 

開始当初から20MHz幅
でのMIMO多重化（4x4 
MIMO）を予定（地域ｱｸ
ｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとのキャリアア
グリゲーションについて
も検討） 

開始当初から20MHz幅
でのMIMO多重化（4x4 
MIMO）を予定（地域ｱｸ
ｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとのキャリアア
グリゲーションについて
も検討） 

開始当初から20MHz幅
でのMIMO多重化（4x4 
MIMO）を予定 

20MHz幅でのMIMO多
重化（4x4 MIMO）を予
定（地域ｱｸｾｽﾊﾞﾝﾄﾞとの
キャリアアグリゲーショ
ンについても検討） 

帯域幅の拡大及び
MIMO多重化の拡張を
予定 

（前頁からの続き） 
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（参考）「広帯域移動無線アクセスシステムに係る臨時の利用状況調査の評価結果（案）に 
対する意見募集」に対して提出された意見と総務省の考え方（概要） 

（意見募集期間：平成25年３月16日（土）～同年４月１日（月）） 
【意見提出 16件】 

NO 提出された主な意見 総務省の考え方 

１ 臨時調査の実施及びその評価結果について評価する意見 

【全国BWA事業者１者、個人１者】 

 評価結果（案）への賛同意見として承ります。 

２ 地域BWAは地域単位の免許であり、利用状況は地域の事情
や環境条件により地域ごとに異なるのが当然であって、全国
BWAとは異なることから、全国で集計したデータを一律の基
準にあてはめ、新たな周波数の割当ての必要性を評価する
ことは適当ではないとする意見 

【地域BWA事業者９者、CATV事業者２者、地域BWA関係団体１者】 

利用状況調査の評価は、定量的な指標に基づき客観的に行うため、
電波法第26条の２等の規定に基づき、無線局の数、無線局の具体的
な使用実態等の客観的なデータを基に、無線システムごとに行うこと
とされています。 
本調査においては、広帯域移動無線アクセスシステムに着目した

ものであることから、定期的に実施している通常調査に比べて、事業
の実施状況等より詳細な調査を行うとともに、免許付与の形態の違
いを考慮して、全国BWAシステムと地域BWAシステムごとに分けて、
それぞれのシステムを評価したところです。 
また、評価に当たっては、いずれのシステムも全国で割当可能とし

ていることから、通常調査の評価と同様に、全国及び総合通信局等
の管轄区域ごとに行ったところです。 

３ 地域BWAについて、新たな通信システムの導入を希望する意見 

【地域BWA事業者７者、CATV事業者１者、地域BWA関係団体１者】 

 評価結果（案）への賛同意見として承ります。 
なお、地域BWAへの新たな通信システムの導入については、今回

実施した利用状況調査の調査結果及び評価結果のほか、昨年10月
に実施した利用希望調査の結果及び情報通信審議会における技術
的条件の検討結果等も踏まえて実施する予定です。 

４ 現在の地域BWAの割当幅は全国BWAと比較して大きな差が
あり、地域BWAの今後のさらなる普及拡大やサービスの向上
を図るためには周波数幅の拡大が必要とする意見 

【地域BWA事業者10者、CATV事業者１者、地域BWA関係団体２者】 

今後の周波数割当てへの参考意見として承ります。 
なお、今後のBWAへの周波数割当てについては、今回実施した利

用状況調査の調査結果及び評価結果のほか、昨年10月に実施した
利用希望調査の結果及び情報通信審議会における技術的条件の検
討結果等も踏まえて実施する予定です。 
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